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所 在 地：〒604-8571 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 
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（土・日・祝、年末年始を除く） 
 

（申請様式等） 
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１ 補助制度の概要 

京都市内の空き家の流通を促し、有効活用を図ることを目的として、空き家

を売却した所有者に、売却時に不動産事業者※に支払った仲介手数料の一部を

補助します。 

※ 京都市内に本店又は主たる事務所を置く不動産事業者に限ります。 

２ 申請手続等 

⑴ 申請受付期間 

令和７年４月１日（火）から令和８年３月１３日（金）まで 

※ 予算がなくなり次第、受付を終了します。 

⑵ 申請受付窓口・問合せ先 

京都市空き家相談窓口 

（所 在 地）〒604-8571京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488番地 

京都市役所分庁舎３階 京都市都市計画局住宅室住宅政策課内 

（電  話）０７５－２３１－２３２３ 

（受付時間）午前９時から午前１１時３０分まで 

午後１時から午後 ４時３０分まで 

（土曜日、日曜日、祝日、年末年始(12/29～1/3)を除く。） 

相談、申請等で窓口に来られる際は、必ず電話で事前に予約をお願い

します（事前予約がない場合は、対応にお時間をいただく場合があり

ます）。 

⑶ 申請方法 

申請書類を申請受付窓口に持参又は郵送（ただし、申請期間内必着） 

※ 申請書類（様式）は、空き家相談窓口で配布しているほか、本市ホー

ムページからダウンロードできます。 

 https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000329679.html 

※ 持参の場合は、必ず電話で事前に予約をお願いします。 

※ 不備のない申請書を受理した日（郵送の場合は到着日）が受付日とな

ります。  
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⑷ 申請の流れ 

       申請者               京都市 

 

 

 

 

 

 

※申請期限：令和８年３月１３日（金） 
予算がなくなり次第、申請受付終了 

 

 

 

※通知を受けた日から３０日以内 

 

 

 

 

３ 「空き家」の定義 

本補助制度における「空き家」とは、建築物又はこれに付属する工作物で、

現に人が居住せず、又は使用していない状態にあるものをいいます。 

☝POINT 

＜対象＞ 

・ 長屋建て住宅（連棟式住宅）の居住・使用していない「空き住戸」 

・ 売買契約締結の直前まで居住・使用していたが、売買契約の締結時点

で居住・使用していなかった建築物 

・ 住宅以外の用途の建築物 

＜対象外＞ 

・ 共同住宅（マンション、アパート等） 
 
 

空き家の売却 

仲介手数料の支払 

「補助金交付申請書 兼 実績報告書」

の提出 

「補助金交付決定 兼 額確定 通知書」

の送付 

補助金の受領 

「補助金請求書」の提出 

補助金の交付 

審査期間 
約２週間 

請求書受理後 
約１か月 
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４ 補助対象経費 

補助金の交付対象経費は、「空き家及び敷地」又は「空き家」の売買契約の

締結に伴い、売主が不動産事業者に支払った仲介手数料※とします。 

ただし、売買契約の対象の空き家、売買契約の内容及び仲介手数料について、

次の⑴～⑶の要件を全て満たすものを対象とします。（内容等が不適当である

と認める場合は、補助の対象となりません。） 

※ 仲介手数料とは、宅地建物取引業法第４６条第１項に規定する、宅地建物

取引業者が宅地又は建物の売買、交換又は貸借の代理又は媒介に関して受け

ることのできる報酬をいいます。 

⑴ 空き家に関する要件 

○ 未登記の建築物でないこと。 

○ 京都市内にあること。 

○ 昭和６４年１月７日に現に存していたこと。 

○ 建物（附属建物を含む。）の登記床面積の合計※が２００㎡以下である

こと。（※例えば、２階建ての建物の場合、１階と２階の床面積の合計） 

○ 売買契約を締結した時点において、「空家等対策の推進に関する特別措

置法」又は「京都市空家等の活用、適正管理等に関する条例」に基づく除

却や修繕等の命令の対象となっていないこと。 

☝POINT 

➢ 平成元年１月８日以降に増改築した建築物であっても、昭和６４年１

月７日以前に建てられた部分があれば対象となります。 

➢ １つの建物として登記されている長屋建て住宅（連棟式建物）であっ

ても、住戸ごとに独立して利用されていたことが確認できる場合等は、

各住戸がそれぞれ補助対象となる場合がありますので、御相談ください。 
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⑵ 売買契約の内容に関する要件 

○ 配偶者又は３親等内の血族若しくは姻族間での売買契約でないこと。 

○ 令和６年６月２０日以降の初回の売買契約であること。（空き家の所有

権が複数人で共有されていた場合に、共有持分を他の共有者へ売買により

譲渡したものは除きます。） 

○ 売買契約の対象の空き家（及びその敷地）の所有権が複数人で共有され

ていた場合は、共有者全員がそれぞれの持分の全てを同時に同一の第三者

へ売却した契約であること。 

☝POINT 

➢ 申請受付開始（令和７年４月１日）前であっても、令和６年６月２０

日以降に売買契約を締結したものは対象となります。 

⑶ 仲介手数料に関する要件 

○ 京都市内に本店又は主たる事務所を置く不動産事業者に支払われた仲

介手数料であること。 

☝POINT 

➢ 仲介が行われない業者の直接買取りや個人売買により売却した場合 

は補助の対象となりません。 

５ 補助対象者 

補助金の交付の対象となる者は、次の⑴及び⑵のいずれにも該当する者とし

ます。 

⑴ 空き家（及びその敷地）を売却し、不動産事業者に仲介手数料を支払った

当該空き家（及びその敷地）の元所有者 

ただし、売買契約を締結した日から遡って２年以内に、相続、遺産分割、

遺贈又は財産分与以外の方法により当該空き家の所有権を取得した者は対

象外です。 

⑵ 法人その他の団体でない者 

なお、上記⑴及び⑵のいずれにも該当する者であっても、次の⑶又は⑷のい

ずれかに該当する者は、補助金の交付対象者としません。 

⑶ 京都市税の滞納がある者 
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⑷ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等若しくは同条

第５号に規定する暴力団密接関係者 

☝POINT 

➢ 所有権を複数人で共有していた空き家（及びその敷地）を売却した場

合で、複数の共有者で分担して不動産事業者へ仲介手数料を支払ったと

きは、仲介手数料を支払った全ての共有者が補助金の交付対象者となり

ます。 

 ○ 複数の共有者の連名で不動産事業者へ仲介手数料を支払ったとき 

  →支払った共有者の中から代表者を決めて代表者が申請してください。 
※ 申請者以外の連名者全員の委任状（Ｐ１５参照）が必要になります。 

 ○ 複数の共有者が個別に不動産事業者へ仲介手数料を支払ったとき 

  →支払った共有者がそれぞれ申請してください。 
※ 支払った共有者が同時に申請する場合は、一部の添付書類を省略すること
ができます。(Ｐ９参照) 

６ 補助金の交付額 

⑴ 補助金の交付額の算出と上限額 

補助金の交付額は、次のア又はイのいずれか少ない額とします。 

ア 申請者が支払った仲介手数料の額（税抜き）×１／２(千円未満切捨て) 

イ 上限額 ２５万円（※１） 

※１ 所有権を複数人で共有していた空き家（及びその敷地）を売却し

た場合で、複数の共有者で分担して個別に不動産事業者に仲介手数

料を支払ったときは、２５万円×「申請者の負担割合」（千円未満

切捨て)を上限額とします。 

※２ 所有権を複数人で共有していた空き家（及びその敷地）を売却し

た場合で、複数の共有者で分担して連名で仲介手数料の全額を支払

ったときは、その支払総額について、代表者による補助金の交付申

請に対し、支払総額（税抜き）×１／２（千円未満切捨て）、上限

額２５万円が補助金の交付額となります。 
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⑵ 補助金の交付額の計算例 

（例１）単独名義の空き家（及びその敷地）を売却し、４０万円（税抜き）

の仲介手数料を支払った場合 

ア ４０万円×１／２＝２０万円 

イ ２５万円          →補助金交付額は２０万円 

（例２）単独名義の空き家（及びその敷地）を売却し、６０万円（税抜き）

の仲介手数料を支払った場合 

ア ６０万円×１／２＝３０万円 

イ ２５万円          →補助金交付額は２５万円 

（例３）共有名義の空き家（及びその敷地）を売却し、複数の共有名義人の

連名で総額６０万円（税抜き）の仲介手数料の全額を支払った場合

（連名者の中から代表者が補助金を申請） 

ア ６０万円×１／２＝３０万円 

イ ２５万円          →補助金交付額は２５万円 

（例４）共有名義の空き家（及びその敷地）を売却し、申請者が共有名義人

を代表して総額４０万円（税抜き）の仲介手数料の全額を支払った

場合 

ア ４０万円×１／２＝２０万円 

イ ２５万円          →補助金交付額は２０万円 

（例５）共有名義の空き家（及びその敷地）を売却し、総額６０万円（税抜

き）の仲介手数料を共有名義人で分担して、申請者が４０万円（税

抜き）を個別に不動産事業者に支払った場合 

ア ４０万円×１／２＝２０万円 

イ ２５万円×４０／６０＝１６万６千円（千円未満切捨て） 

→補助金交付額は１６万６千円 

（例６）共有名義の空き家（及びその敷地）を売却し、総額４５万円（税抜

き）の仲介手数料を共有名義人で分担して、申請者が３０万円（税

抜き）を個別に不動産事業者に支払った場合 

ア ３０万円×１／２＝１５万円 

イ ２５万円×３０／４５＝１６万６千円（千円未満切捨て） 

→補助金交付額は１５万円 
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７ 交付申請書類 

⑴ 全員提出が必要な書類 

★印の書類は、本市ホームページ（Ｐ１参照）からダウンロードできます。 

 必要な書類 備考 

① 補助金交付申請書 
兼 実績報告書（第１
号様式）（★） 

Ｐ１０、１１参照。申請書の裏面（Ｐ１１参照）の「添
付書類チェックリスト」、「補助金に関するアンケー
ト」も記入してください。 

② 付近見取図 補助対象の建築物の所在地が確認できる住宅地図等
（縮尺 1/1500 程度） 

※補助対象の建築物の所在地を地図上に図示してく
ださい。 

③ 土地の登記事項証明
書（全部事項証明書） 
※コピー可 

売買後の土地及び建物の所有権等が確認できるもの
で、３か月以内に発行されたもの 

※申請受付期間である令和８年３月１３日までに提
出できない場合に限り、売買前の土地及び建物の登
記事項証明書（全部事項証明書）（３か月以内に発
行されたもの。コピー可）を令和８年３月１３日ま

でに提出したうえで、本市が別途指定する日までに
売買後の土地及び建物の所有権等が確認できるも
のを提出することができます。 

※インターネットの登記情報提供サービスから印刷
した書面は登記官の印がなく、証明書として認めら
れませんので、法務局で発行される登記官の印のあ
る証明書を提出してください。 

④ 建物の登記事項証明
書（全部事項証明書） 
※コピー可 

⑤ 売買契約締結時に補
助対象物件に居住・
使用していなかった
ことが確認できる書

類 
※コピー可 

（例）売却した空き家の元所有者（所有権を複数人で
共有していた場合は共有者全員）の売買契約締結時点
の住所が確認できる住民票※若しくは戸籍の附票又は
補助対象空き家に係る電気、ガス、水道のいずれかの

閉栓時期若しくは未使用の状況が確認できる書類 な
ど 

※住民票を提出する場合は、マイナンバーが記載され
ていないものを提出してください。 

※住民票を提出する場合は、売買契約締結日以降に発
行されたものを提出してください。 

⑥ 補助対象物件の売買
契約書のコピー 

全ページのコピーを提出してください。 

⑦ 仲介手数料を支払っ

たことが確認できる
書類のコピー 

（例）「領収書」 

※宛名が申請者であること。（所有権を複数人で共有
する空き家（及びその敷地）を売却した場合は、申
請者を含む共有者の連名であるものも可） 
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 必要な書類 備考 

⑧ 誓約書 兼 同意書
（第２号様式）（★） 

Ｐ１２参照 

⑨ 本人確認書類のコピ
ー 
 
※来所での申請の場
合は、原本も併せ
て御持参くださ
い。 

 

申請者の本人確認書類のコピー。顔写真付きの証明書
１点又は顔写真がない証明書の場合２点 

（顔写真付きの証明書） 
運転免許証、旅券（パスポート）、マイナンバーカ
ード（表面のみ）、その他官公署が発行した顔写真
付きの証明書 

（顔写真がない証明書） 

健康保険被保険者証（資格確認書）※１、年金手帳・
証書、社員証・学生証、公共料金の通知書（氏名が
記載されているもの）、預金通帳、個人番号通知カ
ード※２、その他氏名が確認できるもの 

※１ 健康保険被保険者証（資格確認書）のコピー
を提出する場合は、必ず申請者自身で「記号」「番
号」「被保険者番号」「保険者番号」「二次元コ
ード」を黒塗りする等して見えないようにしてく
ださい。 

※２ 個人番号通知カードのコピーを提出する場

合は、必ず申請者自身でマイナンバーを黒塗りす
る等して見えないようにしてください。 

 

登記について 

不動産の所有者が変更された場合の「移転登記」、相続による所有権移転の

「相続登記」（令和６年４月１日から義務化）は、不動産に関する権利関係を明確 

にする重要な手続です。 

詳細については、司法書士等の専門家に御相談ください。 

⑵ 個別の状況により、該当する場合に提出が必要な書類 

★印の書類は、本市ホームページ（Ｐ１参照）からダウンロードできます。 

 提出が必要な場合 必要書類 備考 

➊ 上記④（Ｐ７）で昭和
64年１月 7日に現に存
していたことが確認で
きない場合 

昭和 64年１月 7日に現
に存していたことが確
認できる書類 
※コピー可 

・建物の閉鎖事項証明書（全
部事項証明書）を確認し
てください。 

・閉鎖事項証明書で確認で
きない場合は、閉鎖事項
証明書と併せて家屋の固
定資産税の課税開始時期

が確認できる書類などを
提出してください。 

 



－ ９ － 

 

 提出が必要な場合 必要書類 備考 

❷ 上記③及び④（Ｐ７）に
記載された所有者の住
所と現住所に相違があ
る場合 

登記事項証明書に記載
の住所と氏名が記載さ
れた書類 
※コピー可 

※提出できないときは
誓約書(第５号様式)
（★）（Ｐ１４） 

（例）住民票、転送された
郵便物 など 

※上記⑤（Ｐ７）で住民票
又は戸籍の附票を提出す
る場合で、それらで確認
できる場合は提出不要で
す。 

❸ 対象物件の所有権を複
数人で共有し、複数の共

有者の連名で仲介手数
料を支払った場合で、申
請者が代表して申請す
る場合 

委任状(第６号様式)
（★） 

Ｐ１５参照 
申請者以外の連名者全員の

委任状を提出してくださ
い。 

❹ 申請手続等を申請者以
外の者に代行させる場
合 

委任状(第７号様式)
（★） 

Ｐ１６参照 

委任を受けた者の本人
確認書類のコピー 

本人確認書類は⑨参照 

※法人の従業員として委任
を受けた場合は、法人の
従業員であることを証明

する社員証等のコピーも
併せて提出してくださ
い。 

＜留意事項＞ 

○ 申請状況に応じて、上記以外の書類の提出を求めることがあります。 

○ 所有権を複数人で共有していた空き家（及びその敷地）を売却し、複数の

共有者で分担して個別に不動産事業者へ仲介手数料を支払ったときで、仲介

手数料を支払った複数の共有者が同時に補助金の交付を申請する場合は、各

申請者の申請書の添付書類で共通する書類（付近見取図、土地及び建物の登

記事項証明書、居住・使用していなかったことが確認できる書類、売買契約

書等）は、いずれか１人の申請者の申請書にのみ添付し、それ以外の申請者

の申請書への添付を省略することができます。（同時申請でない場合は、省

略することはできません。） 

８ 補助金請求書 

補助金交付決定兼額確定通知を受けた日から３０日以内に、補助金請求書

（第４号様式）（Ｐ１３）により補助金の請求を行ってください。 

※ 様式は、本市ホームページ（Ｐ１参照）からダウンロードできます。 



－ １０ － 

 

９ 申請書類及び記入方法 

＜補助金交付申請書兼実績報告書（第１号様式）表面＞ 

  



－ １１ － 

 

＜補助金交付申請書兼実績報告書（第１号様式）裏面＞ 

  



－ １２ － 

 

＜誓約書兼同意書（第２号様式）＞ 

  



－ １３ － 

 

＜補助金交付請求書（第４号様式）＞ 

  



－ １４ － 

 

＜誓約書（第５号様式）＞ 登記事項証明書に記載された住所と現在居住している住所が異なる場合 

 



－ １５ － 

 

＜委任状（第６号様式）＞ 対象物件の所有権を複数人で共有し、複数の共有者の連名で仲介手数料を支払った場合 

  



－ １６ － 

 

＜委任状（第７号様式）＞ 申請手続等を申請者以外の者に代行させる場合 



－ １７ － 

 

10 よくある質問と答え 

⑴ 対象となる建築物に関すること 

⑴－１ 平成元年１月８日以降に家屋の一部を増築していますが、補助の対象

となりますか？ 

昭和６４年１月７日以前に建築された部分があれば対象となります。 

 

⑴－２ 未登記の建築物は対象となりますか？ 

建物の登記がされていない建築物は対象となりません。 

 

⑴－３ 既存不適格物件も対象となりますか？ 

既存不適格物件も対象となります。 

⑵ 対象者に関すること 

⑵－１ 入院している母の名義の家屋を売却したのですが、子の私が補助金を

申請できますか？ 

お母さま自身での申請等手続が困難な場合には、手続を代行することができ

ます。（手続を代行する場合は、委任状が必要です。） 

 

⑵－２ 市内に空き家を所有していますが、市外に居住しています。補助金の

申請はできますか？ 

申請できます。 

なお、申請は郵送でも行うこともできます。 

⑶ 対象経費に関すること 

⑶－１ 過去に空き家を売却して仲介手数料を支払ったのですが、補助の対象

となりますか（いつ売却したものが補助対象ですか）？ 

令和６年６月２０日以降の初回の売買契約に伴い、仲介手数料を支払ったも

のが補助対象となります。 

仲介手数料の支払日ではなく、売買契約の締結日を基準としますので、例え

ば、令和６年６月１９日に売買契約を締結し、令和６年６月２０日以降に仲介

手数料を支払った場合は対象となりません。 

 



－ １８ － 

 

 

⑶－２ １年前に購入した空き家を売却した場合は、対象となりますか？  

対象となりません。 

売買契約締結日から遡って２年以内に、相続、遺産分割、遺贈又は財産分与

以外の方法により空き家の所有権を取得した方は補助対象となりません。 

⑷ 不動産業者に関すること 

⑷－１ 媒介する不動産業者は、市が指定する業者でないと対象になりません

か？ 

不動産業者について本市の指定はありませんが、一定の要件※を設けていま

す。 

※ 次の⑷－２参照 

 

⑷－２ 不動産業者は市外の業者でもよいですか？ 

市内に本店又は主たる事務所※を置く事業者である必要があります。 

※ 主たる事業所とは，商業登記の法人の住所にあたるものです。 

そのため、支店や営業所が京都市内にあっても、本店が京都市外にある

不動産業者に仲介手数料を支払ったものは、補助対象にはなりません。 

⑸ 手続に関すること 

⑸－１ 補助金の申請書類はどこで入手することができますか？ 

本市のホームページ（Ｐ１参照）からダウンロードできます。 

また、市役所分庁舎３階の空き家相談窓口（住宅政策課内）でも入手できま

す。 

 

⑸－２ 補助金の申請窓口はどこですか？ 

市役所分庁舎３階の空き家相談窓口（住宅政策課内）です。 

 

⑸－３ 区役所でも申請等を受け付けていますか？ 

区役所では受け付けていません。市役所分庁舎３階の空き家相談窓口（住宅

政策課内）までお越しください。 

 

⑸－４ 郵送での申請はできますか？ 

郵送でも申請できます。 



－ １９ － 

 

⑸－５ 売却した空き家が共有名義で、仲介手数料を連名で支払った場合は、

全員の連名で申請する必要がありますか？ 

仲介手数料を連名で支払った場合は、代表者を決めて、代表者が申請してく

ださい。この場合、申請者以外の連名者全員の委任状（Ｐ１５参照）が必要に

なります。 

 

⑸－６ 売却した空き家が共有名義で、共有者で分担して個別に不動産業者に

仲介手数料を支払った場合は、支払った共有者ごとに申請する必要があ

りますか？ 

仲介手数料を支払った共有者ごとに申請してください。 

※ 同時に申請書を提出いただく場合は、添付書類のうち全員に共通する書

類は１部のみの添付とし、２人目以降の申請書への添付を省略することが

できます。（同時申請でない場合は、省略することはできません。） 

 

⑸－７ １つの契約で２件の建物を売却し、仲介手数料はまとめて支払いまし

た。それぞれに申請が必要ですか？ 

建物ごとに申請してください。 

２件分を 1つの申請にまとめていただいても構いませんが、補助金額が少な

くなる場合があります。 

⑹ その他 

⑹－１ 補助金はいつ支払われますか？ 

本市に補助金交付申請書兼実績報告書を提出していただき、本市が審査のう

え通知する補助金交付決定兼額確定通知書に基づき、本市へ補助金請求書を提

出した後に支払われます。 

 

 


